
事務事業分析シート（平成２１年度）
No1

○ （● ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

1直営

実施予定
実施予定

・白鬚西地区内に新たに開校する小学校の校名ほか、必要となる諸準備を整えることを目的として、外部
委員を含めた検討組織を設置した。
・平成２１年度は校章及び校歌を検討するほか、平成２２年度に開催を予定している新小学校の開校祝賀
式に向けた検討を行う。

白鬚西地区内小学校校名等検討委員会委員
（汐入小学校学区域内の町会長、汐入小学校ＰＴＡ、第三中学校ＰＴＡ、汐入小学校長、第三中学校長、
汐入こども園長、マンション自治会長ほか）

白鬚西地区内小学校校名等検討委員会の設置及び運営（平成２０年度～平成２１年度）
・所掌事務
　平成２０年度　新小学校通学区域の検討、新小学校の校名及び校章の検討
　平成２１年度　校章及び校歌の検討、開校祝賀式開催にあたっての諸準備
・構成
　町会関係者、ＰＴＡ関係者、汐入小学校長、第三中学校長、汐入こども園長、計１２名の委員で構成。
・委員任期
　委嘱の日から平成２２年３月３１日まで
・報告
　委員会での検討の結果は、教育委員会に報告する。

平成１８年　２月１５日　白鬚西地区に幼稚園・保育園施設の設置が決定（庁議決定）
平成１９年１１月１９日　白鬚西地区内小学校、こども園の設計案が決定（庁議決定）
平成２０年１０月２３日　汐入東小学校に校名が決定（庁議決定）

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

4
504

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

校章・園章デザイン委託料
校歌作詞・作曲謝礼
新小学校備品購入

15年度
検討委員会の開催（回）

事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

21年度

00
00

20年度

0
5,162

5,162
5,162

5,162

0
5,615

547
533
5,082

5,615
60

0

0

0

0

0

0

0

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

20

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
22
年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

白鬚西地区内小学校開校関係事業費（０１－０２－０７）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

学校運営に参画する地域住民の意見を反映させるため、町会・自治会関係者等によって組織された校名等
検討委員会で通学区域、校名、校章、校歌等を決定していく必要がある。

必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
0

①決算額（21年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会事務局教育施設課

内線 ３３２３冨岡

・平成２１年度は、白鬚西地区内小学校校名等検討委員会を６回程度開催し、校章及び校歌を決定する。

担当者名
白鬚西地区内小学校開校関係事業費

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口隆之部課名

19年度18年度17年度16年度

12-02-02



事務事業分析シート（平成２１年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況 白鬚西地区内小学校校名等検討委員会の事務局は、教育施設課が担当する。

未実施実施

・校章・校歌の検討にあたっては、町会等の意見を踏まえ決定することから、選定に相当の時間を要すると
思われる。開校までの期間を十分に考慮したスケジュールを組む必要がある。

白鬚西地区内小学校校名等検討委員会での検討・準備
を活かし、町会・学校関係者と連携した新小学校の開
校祝賀式の開催を行う。

汐入地区の町会・学校関係者の協力を得て、新小学
校の開校祝賀式を開催する。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

700

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）
節・細節

報償費
食糧費
消耗品費

校章デザイン委託 504
検討委員会消耗品費 22

8

金額（千円）主な事項
平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成２０年５月２１日　文教・子育て支援委員会に白鬚西地区内小学校校名等検討委員会の設置について報
告した。

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

校歌作詞作曲謝礼 3,000
検討委員会食糧費 13
児童用消耗品 1,260
園章デザイン委託 189
掲揚旗、校旗

検討委員会食糧費

備品購入費

その他の委託料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

校名等検討委員会検討の
進捗状況

100%
通学区域、校名（平成２０年度）
校章、校歌、祝賀式準備（平成２１年度）20% 100%

重点的に推進

前年度設定

来年度の新小学校開校にあわせて、消耗品購入や校歌等の検討など、早急
に準備する必要がある。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

重点的に推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度

12-02-02



事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

1直営

　・教育の場としてより良い環境をつくることで教育効果を高める。
　・児童の安全確保のための施設・設備を整備する。

　区立小学校２３校
　児童７８６７名（平成２１年５月１日現在）

　児童の教育環境の整備
　・各校修繕　　教育委員会が修繕費（１校約２００万円）を令達し、学校施設に関する５０万円
　              以下の修繕を行う。
　・各校補修　　学校施設の状況を学校からの要望、調査によって把握し、計画的に施設の整備を行う。

　改築以来３０年以上経過している学校が１８校ある。各校とも施設の老朽化が進み各所に傷みが生じ、破
損も著しい現状がある。そのような施設の改修について、教育委員会と学校が連携をとりながら施設改修を
進めている。
屋上防水、外壁改修等の規模の大きな工事については、平成１３年度より大規模整備費へ。

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

23
40

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

164,072

改修工事件数 58 52
23
40

23 23
50

23
46

15年度
学校数 23

事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

21年度20年度

99,000
43,124

142,124
142,124

142,124

94,000
27,181

137,404
117,369
3,812

121,181
45

94,000
48,025

145,311
138,182
3,843

142,025
45

50,000
86,528

139,312
132,258
4,270

136,528
50

86,870
50,000

136,870
50

104,000
38,608

学校教育法、同施行令、同施行規制
根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21度）

各校補修（01-02-01）

事務事業の種類

課長名

109,000
55,072

都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校建物等については、老朽化が進んでいる。学習環境の整備及び児童等の安
全を確保するためには、施設の修繕を計画的に行うことが必要不可欠である。

必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
142,608

①決算額（20年度は見込み）
予算額

164,072

172,983

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会事務局教育施設課

内線 ３３２１根本・渡辺

　・学校の要望や教育委員会の調査によって、営繕課または道路課に執行委任をし、工事を実施する。
　金額により教育委員会または、各学校にて工事請負契約及び修繕契約をする。

担当者名
各校補修（小学校）

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口隆之部課名

142,608
135,902148,140
132,560
4,310

19年度18年度17年度16年度

12-02-03



事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　建築後３０年以上経過している学校が１８校と多く、計画的な大規模改修が求められるが、予算面で緊急工事
の対応に限られている。また、学校に令達する校舎修繕費も不足している。

大規模工事計画を考慮しながら、修繕・補修工事を計
画、実施する。

児童のための清潔で安全な学習環境の整備。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）

備品購入

節・細節

原材料費

一般需用費

委託料
工事請負費

家屋修繕費
プール清掃
各校補修

1,252

36,085

廃棄物処理費 58
原材料費 0
各校補修 75,877

42,352

金額（千円）主な事項
平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

家屋修繕費 42,352家屋修繕費

各校補修 94,656
原材料費 115

2,167
99,930

0
役務費
備品購入費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

床面積１㎡当たりの維持管理費 ― 工事・修繕費（円）/延床面積（㎡）1,053 1,095 906 1,097

推進

前年度設定

学習環境整備のためには、計画的な補修等は不可欠である。

問題点・課題の改善策検討

22

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度

12-02-03



事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

　各小学校の施設・設備維持管理により、児童の安全確保及び、教育環境の向上をはかる。

　区立小学校　23校
　児童7,867名（平成21年5月1日現在）

（単位：千円）

実
績
の
推
移

121件
1件

経過

終期設定

　学校施設の維持管理に必要な経費
　①　小学校校庭樹木の剪定を年２回（夏・冬）実施
　②　受水槽・高架水槽の清掃を年１回実施
　③　プール清掃を年１回実施
　④　消防法・建築法に基づき、各種学校管理機器の保守点検を実施
　⑤　学校建物による近隣電波障害対策のため、ＣＡＴＶ再送信委託
　⑥　民有地賃借料算出のための民有地賃借料鑑定委託
　⑦　国有地、民有地の賃借料算出、賃借契約及び支払い

　校舎等の新築及び法改正に伴い、新規の保守委託が増えている

目的

対象者
等

内容

121件
1件

15年度
電波障害件数 124件

事項名

1件 1件
122件
1件

124件 123件
1件

124件
1件

19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度
94,469

94,469
94,469

94,469

94,690

95,050
90,455
4,235

94,690
50

92,273

96,273
88,430
3,843

92,273
45

127,044

164,263
123,628
3,416

127,044
40

その他（特定財源）

1直営

90,071
40

93,428

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

その他整備費（01-02-03）

事務事業の種類

課長名教育委員会事務局教育施設課

内線

17年度16年度

93,754

93,754

93,428 90,071

　法律等に基づき実施しているため不可欠である。必要性

実施
方法

15年度 21年度20年度

3321・3322尾内・佐藤

　各種委託契約等により実施　　24種26業者　39,364,725円（20年度決算）
　学校樹木の剪定については、土木部道路課へ執行委任し実施している。

担当者名
その他整備費（小学校）

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口隆之部課名

93,428
93,61195,353
86,623
3,448

19年度18年度

①決算額（21年度は見込み）

合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）
国（特定財源）

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移
一般財源

予算額

93,754

104,981

【事務分担量】（％）

12-02-05



事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

予
算
・
決
算
の
内
訳

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

金額（千円）

平成20年度（決算）

校地賃借料
31,796

校地賃借料

校庭樹木の剪定
各種管理機器の保守点検等

役務費

委託料

受・高架水槽清掃、
民有地鑑定評価委託

各校補修より組替→

1,761

各種管理機器の保守点検等 29,140
校庭樹木の剪定 8,180
プール清掃委託 2,045

1,502
312

金額（千円）主な事項
節・細節

平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

51,723

受・高架水槽清掃、 2,169
民有地鑑定評価委託

受・高架水槽清掃、
0

8,149

630
プール清掃委託 2,187
校庭樹木の剪定 8,151

49,105使用料及
賃借料

各種管理機器の保守点検等

民有地鑑定評価委託

校地賃借料
29,078
49,442

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

　1校あたりの委託料（円） － 　委託料/1校1,347,559 1,695,154 1,744,217 1,711,510

継続

前年度設定

　消防法・建築基準法に基づくもの等、学校の維持管理のために必要であ
る。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度

12-02-05



事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

1直営

二瑞小
瑞光小他１校

三峡小他1校

 児童を教育する場として、より良い環境をつくり、教育効果を高める。

区立小学校２３校
児童７，８６７名（平成２１年５月１日現在）

　児童の教育環境の整備
　校舎等の規模の大きな計画工事を行う。
　①　屋上防水工事
　②　外壁改修工事
　③　トイレ改修工事
　④　校庭改修工事
　⑤　その他

　平成１３年度より、外壁改修、屋上防水及び校庭整備等の規模の大きな計画工事については、各校補修か
ら大規模整備費へ変更となった。

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移 瑞光小他２校

二峡小他1校

九峡小

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

246,313

トイレ改修
屋上防水

四峡小他１校

五峡小他１校 三瑞小他１校

宮前小

校庭整備 七峡小
三日小

尾久六小他1校

尾久小他１校

瑞光小
七峡小他１校

六瑞小他１校 二瑞小他１校

三瑞小
二峡小他１校

瑞光小
赤土小他１校

六瑞小他１校

九峡小他１校

15年度
外壁改修 三瑞小他２校

宮前小

事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

21年度

8,2545,872
57,11239,616

20年度

315,000
29,195

409,561
409,561

409,561

430,244

494,563
472,344
3,388

475,732
40

328,005

374,395
351,755
3,416

355,171
40

27,166

246,139

294,395
270,114
1,708

271,822
20

11,970
13,71328,082

197,161

12,871
99,091

309,123
20

261,598

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

13

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

大規模整備費（01-02-04)

事務事業の種類

課長名

19,073

227,240

都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校については、建物の老朽化が進んでおり、屋上、外壁からの雨漏り等を解
消するため、計画的な大規模改修が必要不可欠である。

必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
289,680

①決算額（21年度は見込み）
予算額

246,313

256,750

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会事務局教育施設課

内線 3321根本・渡辺担当者名
大規模整備費（小学校）

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口　隆之部課名

289,680
351,085330,264
307,399
1,724

19年度18年度17年度16年度

12-02-06



事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　外壁改修等にあたっては、多くの学校が前回改修から１０年近く経過しているため早急な改修が望まれるが、
多大な経費を必要とするため、毎年２校程度の改修とならざるを得ない。建築後３０年以上経過している学校が
１８校と多いため、計画的な大規模改修が必要である。

大規模改修計画を精査し、より実状に即した計画改修に
努める。

　施設維持管理上、定期的に必要な改修工事を実施
することにより、建物の寿命を延長させる。また児
童のための清潔で安全な学習環境の整備。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）
節・細節

委託料
工事請負費

　

瑞光小他芝生管理委託

三峡小屋上防水工事他
　

7,866

　 　

7,305
472,343

金額（千円）主な事項
平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

瑞光小他芝生管理委託 9,775
瑞光小屋上防水工事

瑞光小他芝生管理委託

385,727
　 　

三日小屋上防水工事343,889
　

　

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

大規模改修実施率（％） 100.00%
実施項目数/（４項目×学校数）
※築10年未満の学校を除く　累計

5.68% 11.36% 18.18% 23.86%

推進

前年度設定

良好な学習環境の整備のためには、学校の大規模改修は必要である。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(28年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度

12-02-06



事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ● ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

19年度18年度17年度16年度

コンクリート強度調査を委託により実施し、建物の耐用年数を考察する。
ひび割れ調査についても併せて実施する。

担当者名
小学校校舎建替検討事業費

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口　隆之部課名 教育委員会事務局教育施設課

内線 ３３２３冨岡

①決算額（21年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

鉄筋コンクリート造の建物の耐用年数が５０～６０年といわれ、区立小中学校は昭和３０年代以降に建てら
れたことから、順次、建替え時期を迎えている。

必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

小学校校舎建替検討事業費

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

20

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
20

0

0

0 0

0

0

0

7,346

26,240
5,652
1,694

7,346
20

0

21年度20年度

19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度15年度
コンクリート中性化試験

事項名

（単位：千円）

実
績
の
推
移

5,652

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

荒川区立小中学校の校舎はその多くが昭和30年代～40年代に不燃化と児童・生徒数の急増対策を目的として
建築されたものであり、学校教育の根幹を支える大きな財産となっているが、徐々に耐用年数を迎えつつあ
る。このことから、コンクリートの圧縮強度が設計強度を保っているかどうかの調査を行い、今後の建替え
計画策定の基礎資料とするものである。

区立小学校児童

コンクリート強度等の調査
・対象校･･･区立小学校２０校
・内容･･･調査対象建物からコンクリートコアを採取し、圧縮強度試験、中性化試験を行い、結果から建物の耐用年数を
考察する。ひび割れ調査についても併せて行い、修繕の必要性を検討する。
・結果･･･
①圧縮強度試験について
  調査対象校の耐震性及び強度上の問題はない。
②中性化試験について
  中性化の進行が見られる学校が１校あったが、その他の学校については問題ない。１校については、詳細な調査を継続
して実施する。
③ひび割れ調査について
　１校について、鉄筋位置に沿ったひび割れが発見されたため、修繕を行う。その他の学校については問題ない。
・今後の建替計画について･･･建物の耐用年数については、調査対象校全てで７０年以上と考えられる。
基本的には改築ではなく、計画的な改修により校舎躯体の延命化をはかっていく。

築後５０年を迎える学校を対象にコンクリート強度等の調査を行い、経年劣化による強度不足が認められた
学校について、順次、改築計画を策定する。

目的

対象者
等

内容

3委託

経過

終期設定

12-02-10



事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

重点的に推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度 20年度

重点的に推進

前年度設定

今後の建替計画の策定のために実施する必要がある。

問題点・課題の改善策検討

学校施設としての基準を下回る設備箇所について、改修
を行う。

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

・学校の建替え計画や大規模改修計画及び将来の学校配置計画の策定について、早急に検討し、計画を策定すべ
きと考えるが、区の見解を問うとの質問があり、２０年度から計画策定に向けて基礎データを収集したいと答弁
した。

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

鉄筋コンクリート中性化検査

平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

5,652

節・細節

委託料

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）

建替え計画を見直し、改修を行うことで適切な予算
運用と学校施設の延命化を実現する。

経年劣化による強度不足が認められた学校について、順
次改築計画を策定する。

子どもたちが快適かつ安全に過ごせる、学びやすい
教育環境を確保する。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・建物の老朽度を測定する場合、躯体の耐力度のみならず、給排水設備、電気設備、空調設備、機械設備等の劣
化状況も合わせて診断する必要があり、それを含めて検査の実施が重要な検討課題であると考えている。

・耐用年数６０年で建替えを進めた場合、平成４５年までに２４校の建替えが必要となり、荒川区財政白書
(H16)に示すように１校あたり３４億円、今後２０年間の累計で８００億円の建設費が必要となる。

・区内の小中学校の多くは、建築法令等(日影規制、東京安全条例)の規制により、同規模建替えができない。

12-02-10



事務事業分析シート（平成２１年度）
No1

○ （○ ○ ） ●建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

1直営

白鬚西地区における市街地再開発事業等の進捗により、ファミリー世帯が急増しており、小学校、幼稚園
等について今後の需要に対応できないため、教育施設等の整備を図る必要がある。

区立小学校の児童、こども園に入園する乳幼児（０～５歳児）

①汐入小学校の整備（平成１８年～平成１９年度　完了 リースの支払いは２１年度末まで継続）
平成１８年度は給食設備の増設及び普通教室２教室の増設、学童保育クラブ設置に向けて汐入小学校内の
防災倉庫を改修し、汐入小学校と学童クラブとの連絡通路の整備、１９年度はプレハブ校舎（１０教室
分）を整備

②白鬚西地区新校の整備（平成２２年度開校予定）
１０街区を利用して新校を整備（１８年度は新校の設計委託、平成１９年度～２１年度に１０街区の用地
購入及び新校整備（普通教室１８クラスほか特別教室のほか、汐入こども園を併設）

平成１８年２月１５日　白鬚西地区に幼稚園・保育園施設の設置を決定（庁議決定）
平成１９年１月３１日　白鬚西地区の幼稚園・保育園は幼保一元化施設とすることに決定（庁議決定）
平成１９年６月２９日　汐入小学校増築校舎プレハブリース契約締結
平成２０年１月２２日　新小学校建築工事入札
平成２０年４月１日　　汐入小学校増設校舎の開設

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

汐入小学校増築校舎設置
新小学校建設用地取得
校舎建設工事着工 実施

実施
実施

実施
15年度

基本設計・実施設計
事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

21年度

3,071,833226,939

20年度

118,965

3,190,798

3,190,798

3,190,798

919,667

1,164,692

1,144,912

1,694

1,146,606

20

1,262,144

0

1,275,314

1,262,144

5,551

1,262,144

65

27,335

89,862
17,514
9,821

27,335
115

0

0

0

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
21
年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

白鬚西地区教育施設整備費（０１－０２－０１）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

白鬚西地区におけるファミリー世帯の急増により、小学校、幼稚園等について今後の需要に対応できない
ため、教育施設等の整備を図る必要がある。

必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
0

①決算額（21年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会事務局教育施設課

内線 ３３２３冨岡

白鬚西地区再開発事業用地を取得し、都立汐入公園多目的広場や第三中学校の校庭等を活用しながら、小
学校、こども園の整備を図る。

担当者名
白鬚西地区教育施設整備費

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口隆之部課名

19年度18年度17年度16年度

12-02-11



事務事業分析シート（平成２１年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・工事の進捗状況の把握と進行管理
・入学予定児童数

平成２２年度以降も引き続き、入学予定児童数を把握
する。

今後の人口動向を見ながら、教育施設に対する需要
を把握し、この地区のニーズに対応する。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

85,749
新小学校建設工事

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）

新小学校建設工事

節・細節

増築校舎賃貸借

旅費
需用費
役務費

1,045,530

増築校舎賃貸借他 84,753

新小学校建設に伴う工事監理委託 13,970
中間検査手数料 61

80
520

金額（千円）主な事項
平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

3,074,035

材料検査旅費 557
新小学校建設に伴う消耗品他

材料検査旅費
614

完了検査手数料 238
新小学校建設に伴う工事監理委託 29,605
増築校舎賃貸借他

新小学校建設に伴う消耗品他

多目的広場改修等
公共用地負担金

7,362
61,289

1,130,000

使用料及び賃借料

委託料

工事請負費

負担金

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

工事進捗状況 100

0 0

新小学校の工事進捗率（％）

450 新小学校の入学者数(人)

25 75

推進

前年度設定

入学予定児童数

増え続ける学齢人口に対応するために、計画どおり整備を進める必要があ
る。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度

12-02-11



事務事業分析シート（平成２１年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

10
9

10
11

10

経過

終期設定

各校補修（中学校）

　・教育の場としてより良い環境をつくることで教育効果を高める。
　・生徒等の安全確保のため施設・設備を整備する。

　区立中学校１０校
　生徒３，０７３人（平成２１年５月１日現在）

　生徒の教育環境の整備
　・各校修繕    教育委員会が修繕費（１校約２４０万円）を令達し、学校施設に関する５０万円
　　　　　　　　以下の修繕を行う。
　・各校補修　　学校施設の状況を学校からの要望、調査によって把握し、計画的に施設の整備。

　・平成１０年度より、学校で行える修繕の上限額が３０万円から５０万円に引き上げられた。
　・限られた予算の中で、安全性・緊急性を判断しながら執行している。
　・屋上防水、外壁改修等の規模の大きな計画工事については、平成１３年度より大規模整備費へ

必要性

11
10 10
25

10
18

目的

対象者
等

内容

実
績
の
推
移

改修工事件数

一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校建物等については、老朽化が進んでいる。学習環境の整備及び生徒等の安
全を確保するためには、施設の修繕を計画的に行うことが必要不可欠である。

1829

15年度
学校数 10

事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

40,000
24,131

64,131
64,131

64,131

23,260

61,131
57,295
2,965

60,260
35

37,000

54,175

56,249
51,613
2,562

54,175

59,290

61,556
56,728
2,562

59,290
30

62,685
50

64,289 62,685

開始年度

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

66,571

2一部委託

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

部課名

年度
年度平成昭和

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

40

15年度

　学校の要望や教育委員会の調査によって、営繕課または道路課に執行委任をし、工事を実施する。
　金額により教育委員会または、各学校にて工事請負契約及び修繕契約をする。

19年度18年度

66,571

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

各校補修（01-02-01）

事務事業の種類

課長名

実施
方法

21年度20年度

国（特定財源）
64,289

①決算額（21年度は見込み）

66,571

70,169

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

内線担当者名

新規事業 21年度 20年度

計画区分

3321.3322根本・渡辺・尾内
教育委員会事務局教育施設課 樋口隆之

4,310

17年度16年度
予算額

64,289
62,25766,043
58,375

12-02-12



事務事業分析シート（平成２１年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

　建築後３０年近く経過する学校が多く、計画的な大規模改修が求められるが、予算面で緊急工事の対応に限ら
れている。
　学校に令達する修繕費が不足している。

備品購入費

予
算
・
決
算
の
内
訳

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

節・細節

大規模工事計画を考慮しながら、修繕・補修工事を計
画、実施する。

生徒のための清潔で安全な学習環境の整備。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

23,597一般需用費

委託料
工事請負費

家屋等修繕費
プール清掃委託
各校補修

19,929

備品購入 436
各校補修 33,230

金額（千円）

平成20年度（決算） 平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

家屋等修繕費 23,964
 

家屋等修繕費

各校補修 40,117
 972

30,710

金額（千円）主な事項

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

床面積１㎡当たりの維持管理費 － 工事・修繕費（円）/延床面積（㎡）849 776 820 918

推進

前年度設定

学習環境整備のためには、計画的な補修等は不可欠である。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(28年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度

12-02-12



事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

242件
１校

経過

終期設定

　各中学校の施設、設備の安全確保及び教育環境の向上のため

　区立中学校　10校
　生徒3,026名（平成21年5月1日現在）

  学校施設の維持管理に必要な経費
　①　中学校校庭樹木の剪定を年２回（夏・冬）実施
　②　受水槽、高架水槽清掃年１回実施
　③　プール清掃を年１回実施
　④　消防法・建築基準法による各種学校管理機器の保守点検実施
　⑤　学校建物による近隣電波障害対策のため、ＣＡＴＶ再送信委託
　⑥　組立式プール賃借料（八幡中）
　⑦　校地借地契約
　⑧　国有地、民有地の賃借料算出、賃借契約及び支払い

  法改正に伴い新規の保守委託が増えている。

目的

対象者
等

内容

実
績
の
推
移

242件
１校組立式プール

239件
１校

239件
１校 １校

239件
１校

239件
１校

15年度
電波障害件数 239件

事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度
38,005

38,005
38,005

38,005

39,902

38,459
36,090
3,812

39,902
45

40,400

39,519
36,557
3,843

40,400
45

36,214

37,153
32,798
3,416

36,214
40

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

38,376

35,755
40

36,351 35,755

政策
施策

開始年度

行政評価
事業体系

平成昭和
年度

40

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

その他整備費（01-02-03）

事務事業の種類

課長名

38,376

都（特定財源）

　法律等に基づき実施しているため不可欠である。必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
36,351

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

根拠
法令等

担当者名

38,376

41,282

年度

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]

1直営

内線 3321・3322尾内・佐藤

学校教育法、同施行令、同施行規則

21年度20年度

その他整備費（中学校）

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口隆之部課名 教育委員会事務局教育施設課

36,351
36,91338,868
32,307
3,448

　各種委託契約等により実施　　24種20業者　21,198,623円（19年度決算）
　学校樹木の剪定については、土木部道路課へ執行委任し実施している。

①決算額（21年度は見込み）
予算額

19年度18年度17年度16年度

12-02-14



事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

組立式プール賃借料 6,741

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

組立式プール賃借料

－2,557,6002,045,386

組立式プール賃借料

20,641
校地賃借料

平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

210

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）

役務費

委託料

受・高架水槽清掃、
民有地鑑定評価委託
校庭樹木の剪定

1,243

各種管理機器の保守点検等 19,382
プール清掃 1,101
校庭樹木の剪定 3,914

1,405
104民有地鑑定評価委託

金額（千円）主な事項
節・細節

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

3,571
6,930

受・高架水槽清掃、 1,718
民有地鑑定評価委託

受・高架水槽清掃、

校庭樹木の剪定 3,918
プール清掃 1,017

4,836
6,610

0
3,912

使用料及び賃借料

校地賃借料

各種管理機器の保守点検等

校地賃借料
16,523

継続

前年度設定

消防法・建築基準法に基づくもの等、学校の維持管理のために必要であ
る。

問題点・課題の改善策検討

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

　1校あたりの委託料(円）

19年度 20年度 21年度

2,511,077 2,439,674

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

　委託料/1校

各校補修より組替→

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

各種管理機器の保守点検等

3,319

18年度

12-02-14



事務事業分析シート（平成２１年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

大規模整備費（中学校）

七中
五中一中・南二中

八幡中・南二中

七中

九中

五中

七中

生徒を教育する場として、より良い環境をつくり教育効果を高める。

　区立中学校　１０校

生徒の教育環境の整備
　校舎等の規模の大きな計画工事を行う。
　①　屋上防水工事
　②　外壁改修工事
　③　トイレ改修工事
　④　校庭改修工事
　⑤　その他

　平成１３年度より、外壁改修、屋上防水及び校庭整備等の規模の大きな計画工事については、各校補修か
ら大規模整備費へ変更となった。

目的

対象者
等

内容

実
績
の
推
移

トイレ改修

一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校については、建物の老朽化が進んでおり、屋上、外壁からの雨漏り等を解
消するため、計画的な大規模改修が必要不可欠である。

必要性

校庭整備

五中・八幡中

原中
九中

屋上防水 七中 八幡中

七中・諏訪台

南二中

五中
一中・四中

九中
四中

15年度
外壁改修 四中

事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

261,000
495

343,391
343,391

343,391

5,944
75,952

4,565

192,649
191,600
2,965

194,565
35

50,000
140,000

146,173

147,399
143,184
2,989

146,173
35

200,700

252,442
225,648
1,708

227,356
20

6,741
19,915

106,834
20

161,851 91,570

15,264

開始年度

14,931

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

116,274

1直営

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

部課名

年度
根拠
法令等

13

内線 3321・3322根本・渡辺
教育委員会事務局教育施設課 樋口隆之

96,112

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

大規模整備費（01-02-04）

事務事業の種類

課長名

実施
方法

15年度 19年度18年度 21年度20年度

国（特定財源）
176,782

①決算額（21年度は見込み）

20,162
116,274

118,902

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

担当者名

新規事業 21年度 20年度

計画区分

年度平成昭和

176,782
183,843189,214
105,110
1,724

17年度16年度
予算額

12-02-15



事務事業分析シート（平成２１年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

　外壁改修等にあたっては、多くの学校が前回改修より、１０年近く経過しているため早急な改修が望まれる
が、多大な経費を必要とするため、毎年２校程度の改修とならざるを得ない。

予
算
・
決
算
の
内
訳

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

大規模改修計画を精査し、より実状に即した計画改修に
努める。

清潔で安全な学習環境の整備

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

節・細節

工事請負

 

七中屋上防水工事他

 

143,184

  

191,600

金額（千円）主な事項金額（千円）

平成20年度（決算） 平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

五中屋上防水工事他 342,478南二中外壁改修工事他

   

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

大規模改修工事（中学校）実施
率（18年度以降）

100.00%
実施項目数/（４項目×学校数）
※築10年未満の学校を除く　累計

15.62% 25.00% 37.50% 43.75%

推進

前年度設定

良好な学校環境の整備のためには、学校の大規模改修は必要である。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(28年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度

12-02-15



事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ● ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

19年度18年度17年度16年度

コンクリート強度調査業務を委託し、建物の耐力度調査を実施する。
設備老朽化検査も併せて検討する。

担当者名
中学校校舎建替検討事業費

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口　隆之部課名 教育委員会事務局教育施設課

内線 ３３２３冨岡

①決算額（21年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

鉄筋コンクリート造の建物の耐用年数が５０～６０年といわれ、区立小中学校は昭和３０年代以降に建てら
れたことから、順次、建替え時期を迎えている。

必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

中学校校舎建替検討事業費

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

20

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
20

0

0

0 0

0

0

0

2,076

12,533
2,076

2,076

0

0

21年度20年度

19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度15年度
コンクリート中性化検査

事項名

（単位：千円）

実
績
の
推
移

1,583
494

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

尾久八幡中学校改築計画に係る調査業務委託

荒川区立小中学校の校舎はその多くが昭和30年代～40年代に不燃化と児童・生徒数の急増対策を目的として
建築されたものであり、学校教育の根幹を支える大きな財産となっているが、徐々に耐用年数を迎えつつあ
る。このことから、コンクリートの圧縮強度が設計強度を保っているかどうかの調査を行い、今後の建替計
画策定の基礎資料とするものである。

区立中学校生徒

コンクリート強度等の調査
・対象校･･･区立中学校５校
・内容･･･調査対象建物からコンクリートコアを採取し、圧縮強度試験、中性化試験を行い、結果から建物の
耐用年数を考察する。ひび割れ調査についても併せて行い、大規模改修の必要性を検討する。
・結果
①圧縮強度試験について
　調査対象校の耐震性及び強度上の問題はない。
②中性化試験について
　問題はない。
③ひび割れ調査について
　１校について、錆汁を伴うひび割れが確認されたため、修繕を行う。その他の学校については、問題はな
い。
・今後の建替計画について･･･建物の耐用年数については、調査対象校全てで７０年以上と考えられる。
基本的には改築ではなく、計画的な改修により校舎躯体の延命化をはかっていく。

築後５０年目を迎える学校を対象にコンクリートの強度検査を行い、経年劣化による強度不足が認められた
学校について、順次改築計画を策定する。

目的

対象者
等

内容

3委託

経過

終期設定
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事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

重点的に推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度 20年度

重点的に推進

前年度設定

今後の建替計画の策定のために実施する必要がある。

問題点・課題の改善策検討

学校施設としての基準を下回る設備箇所について、改修
を行う。

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

尾久八幡中学校改築計画に係る調査業務委託

・学校の建替え計画や大規模改修計画及び将来の学校配置計画の策定について、早急に検討し、計画を策定すべ
きと考えるが、区の見解を問うとの質問があり、２０年度から計画策定に向けて基礎データを収集したいと答弁
した。

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

鉄筋コンクリート中性化検査

平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

1,583
494

節・細節

委託料

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）

建替え計画を見直し、改修を行うことで適切な予算
運用と学校施設の延命化を実現する。

経年劣化による強度不足が認められた学校について、順
次改築計画を策定する。

子どもたちが快適かつ安全に過ごせる学びやすい教
育環境を確保する。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・建物の老朽度を測定する場合、躯体の耐力のみならず、給排水設備、電気設備、空調設備、機械設備等の劣化
状況も合わせて診断する必要があり、それを含めて検査の実施が重要な検討課題であると考えている。

・耐用年数６０年で建替えを進めた場合、平成４５年までに２４校の建替えが必要となり荒川区財政白書(H16)
に示すように１校あたり３４億円、今後２０年間の累計で８００億円の建設費が必要となる。

・区内の小中学校の多くは、建築法令等(日影規制、東京安全条例)の規制により、同規模建替えができない。
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事務事業分析シート（平成２１年度）
No1

事務事業名 尾久八幡中学校建替事業費
部課名 教育委員会事務局教育施設課 課長名 樋口隆之
担当者名 冨岡 内線 ３３２３

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

尾久八幡中学校建替事業費（０１－０２－０１）

事務事業の種類●新規事業 （● 21年度 ○ 20年度 ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
開始年度 ○昭和 ●平成 21 年度 根拠

法令等終期設定 ●有○無 25 年度
実施基準 ○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 計画区分 ●計画 ○非計画

行政評価
事業体系

分野 子育て教育都市[Ⅱ]
政策 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]
施策 学校施設等の整備[04-06]

目的 尾久八幡中学校を改築し、生徒の教育環境を向上させる。

対象者
等

内容

～実施スケジュール～

平成２１年度　敷地測量、地盤調査、基本設計委託
平成２２年度　実施設計委託
平成２３年度  建設工事
平成２４年度　建設工事
平成２５年度　開校

※　区営区民運動場については、平成２１年度に暫定整備を行うほか、
　尾久八幡中学校新校舎開校後の平成２５年度に本格整備を行う。

経過
・平成２１年２月１９日、事業実施について庁議に付している。
・建替えの基本計画については、教育委員会事務局が主体となった「尾久八幡中学校建替えに関する基本
的計画検討ＰＴ」において検討を行った。

必要性
隣接する宮前公園の整備、隅田川スーパー堤防化事業にあわせて校舎の改築を行い、生徒の教育環境を向
上させる。

実施
方法

（ 1直営 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

・現尾久八幡中学校の校舎東側の宮前公園予定地を活用し、平成２１年度に区営区民運動場を暫定整備。
・平成２５年度の尾久八幡中学校開校後、現校舎を取り壊し、区営区民運動場を本格整備。

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

（単位：千円）
15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

予算額 158,335
①決算額（21年度は見込み） 158,335
②人件費
【事務分担量】（％）
合計（①＋②） 0 0 0 0 0 0 158,335
国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源 0 0 0 0 0 0 158,335

実
績
の
推
移

事項名 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
敷地測量、地盤調査 実施予定
基本設計委託 実施予定
実施設計
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事務事業分析シート（平成２１年度）
No2

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成19年度（決算） 平成20年度（決算） 平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円） 主な事項 金額（千円） 主な事項 金額（千円）

その他の委託料 敷地測量、地盤調査 12,673
基本設計委託 43,353

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
18年度 19年度 20年度 21年度

目標値
(22年度)

①設計委託業務等の進捗状況（％） 75 100
敷地調査・地盤調査委託、基本設計委託
実施設計委託

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

・都市計画等の制限とあわせ、建築可能な敷地がきわめて狭いことや、前面道路の接道条件や路地状敷地な
ど解決すべき問題があることから、条件を整理していくことが必要となる。

・改築工事を行う際は、資材搬入ルートのほか、作業ヤードや資材置き場の確保、敷地内の安全対策の問題
など、施工計画を検討する上で整理しなければならない課題がある。

他
区
の
実

施
状
況

（実施 区 未実施 区）

問題点・課題の改善策検討

平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

① 設計、業務の進行管理 平成２５年度開校を目指す。

②

③

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

前年度設定 今年度設定

－ 重点的に推進 尾久八幡中学校に通う生徒の学習環境をより一層向上させる。

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）
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事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

　各園の施設、設備の安全確保及び教育環境の向上のため

　区立幼稚園　9園
　園児数　603名（平成21年5月1日現在）

（単位：千円）

実
績
の
推
移

８件

経過

終期設定

　　①受水槽、高架水槽清掃年１回実施
    ②プール清掃、年１回実施
　　③消防設備等、各種管理機器の保守点検
　　④独立園舎樹木剪定２回実施（夏・冬）
　　⑤民有地賃借（日暮里幼）

法改正に伴い新規の保守委託が増えている。

目的

対象者
等

内容

８件
15年度

電波障害件数 ８件
事項名

８件８件 ８件８件
19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

9,432

9,432
9,432

9,432

11,075

9,383
8,110
2,965

11,075
35

11,231

9,692
8,242
2,989

11,231
35

41,177

38,679
37,761
3,416

41,177
40

その他（特定財源）

1直営

10,198
30

7,827

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

その他整備費（01-03-02）

事務事業の種類

課長名教育委員会事務局教育施設課

内線

17年度16年度

7,876

7,876

7,827 10,198

　法律等に基づき実施しているため不可欠である。必要性

実施
方法

15年度 21年度20年度

3321・3322　　尾内・佐藤

各種委託契約等により実施　　9種7業者　2,000,795円（平成19年度決算）
　樹木の剪定については、土木部道路課へ執行委任し実施
　増圧ポンプ保守委託については、地域振興課へ執行委任し実施

担当者名
その他整備費（幼稚園）

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口隆之部課名

7,827
8,0678,226
7,612
2,586

19年度18年度

①決算額（21年度は見込み）

合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）
国（特定財源）

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移
一般財源

予算額

7,876

8,335

【事務分担量】（％）
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事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

予
算
・
決
算
の
内
訳

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　法改正等により新規の委託が発生し、経費負担が増える中、引き続き経費抑制に努める。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

金額（千円）

平成20年度（決算）

校地借地料民（日暮里幼）

352
校地借地料民（日暮里幼）

保守委託等

樹木剪定

役務費

委託料

受水槽、高架水槽清掃

民有地鑑定委託

園舎補修から組替→

138

樹木剪定 349
保守委託等 1,218
プール清掃 138

57
104

金額（千円）主な事項
節・細節

平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

6,798

受水槽、高架水槽清掃 183
民有地鑑定委託

受水槽、高架水槽清掃

158

1,092

210
プール清掃 205
保守委託等 1,684

6,236使用料及び賃借料

樹木剪定

民有地鑑定委託

校地借地料民（日暮里幼）

347
6,241

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

　1校あたりの委託料（円） － 　委託料/1園143,122 250,099 171,291 224,100

継続

前年度設定

消防法・建築基準法に基づくもの等、幼稚園の維持管理のために必要であ
る。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度
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事務事業分析シート（平成21年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度

25,130
35,99528,335
26,883
1,724

部課名
担当者名

19年度18年度

40

子育て教育都市[Ⅱ]

根拠
法令等

新規事業 21年度 20年度

計画区分

年度平成

樋口隆之
内線 3322

教育委員会事務局教育施設課
佐藤

合計（①＋②）

②人件費

15年度

国（特定財源）
25,130

①決算額（21年度は見込み）
予算額

24,466

28,295

【事務分担量】（％）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

園舎補修（01-02-01）　園舎整備（01-03-02）

事務事業の種類

課長名

昭和
年度

開始年度

一般財源
その他（特定財源）

24,466

都（特定財源）

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

24,466

25,130 28,607

1直営

行政評価
事業体系

28,607
20

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策
施策

必要性

実施
方法

14,179

5,092

21,917
18,417
854

19,271
10

38,991

40,667
37,710
1,281

38,991
15

21,927

22,926
20,656
1,271

21,927
15

21,706

21,706
21,706

21,706

21年度20年度

19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度15年度事項名実
績
の
推
移

　・幼児を保育する場として、より良い環境をつくる。
　・健全で安全な園生活を確保するために施設、設備を整備する。

　区立幼稚園　９園
　園児数　６０３名（平成２１年５月１日現在）

　･ 園舎修繕　教育委員会が修繕費を各園へ令達（１園約５０万円）をし、園舎施設に関する５０万円以
    下の修繕を園が行う。
　・園舎補修　園舎施設の状況を各園からの要望、調査によって把握し、計画的に施設の整備を行うとと
    もに、緊急に発生した工事には迅速に対応する。

　平成１０年度より、幼稚園で行える修繕の上限額が３０万円から５０万円までに引き上げられた。
　限られた予算の中で安全性、緊急性を判断しながら執行している。

目的

対象者
等

内容

経過

終期設定

園舎補修・園舎整備
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事務事業分析シート（平成21年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

867 工事・修繕費／延床面積

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

18年度

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

床面積1㎡当たりの維持管理費
（円/㎡）

19年度 20年度

―1,071

保育環境整備のためには、計画的な補修等は不可欠である。

問題点・課題の改善策検討

22他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

21年度

137
3,044
32,004

各園改修及び補修 5,237
南三幼屋上防水改修他 12,880

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

各園家屋等修繕費 3,589各園家屋等修繕費

金額（千円）主な事項
2,526

南三幼ホール空調機改修他 15,597
各園改修及び補修 2,087

2,972

節・細節

日幼屋上防水・外壁改修他

一般需用費

委託料
工事請負費

各園家屋等修繕費
プール清掃委託
各園改修及び補修

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算） 平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

811

　建設以来、８園が１５年以上、内６園が２０年以上経過しており、各園とも施設、設備の老朽化が進み、各所
に傷みが生じ、破損箇所が見られるのが現状である。
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事務事業分析シート（平成２１年度）
No1

○ （● ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

1直営

34,720

白鬚西地区内における市街地再開発事業等の進捗により、ファミリー世帯が急増しており、小学校、幼稚
園等について今後の需要に対応できないため、教育施設等の整備を図る必要がある。

・保育に欠ける０～３歳児（保育園）
・区内在住の３～５歳児（幼稚園）

・白鬚西地区における市街地再開発事業等の進捗により、ファミリー世帯が急増しており、小学校、幼稚
園等について今後の需要に対応できないため、教育施設等の整備を図る必要がある。
・このうち、幼稚園等ついては、学校教育法第1条に規定する幼稚園と児童福祉法第39条第1項に規定する
保育所の機能を併せ持つ幼保一元化施設として設置し、0歳から小学校就学の始期に達するまでの子ども
に対し、その成長と発達を見据えた一貫した保育・幼児教育を実施することにより、豊かな心を持ち、社
会性を身につけた子どもを育てていくとともに、地域のすべての子育て家庭を支援し、家庭と地域の子育
て力の向上を図ることを目的とする。

平成１８年２月１５日　白鬚西地区に幼稚園・保育園施設の設置が決定（庁議決定）
平成１９年１月３１日　白鬚西地区の幼稚園・保育園は幼保一元化施設とすることに決定（庁議決定）
平成１９年６月２９日　暫定園舎リース契約締結（契約相手方：内藤ハウス）
平成２０年４月１日　　汐入こども園開園

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

34,720

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

5,787
15年度

リース料支払い
事項名 19年度 20年度 21年度16年度 17年度 18年度

21年度

00
00

20年度

0
34,720

34,720
34,720

34,720

0
36,414

34,720
34,720
1,694

36,414
20

0
5,787

5,787
5,787

0

5,787

0
0

0

0

0

0

0

学校教育法第１条（幼稚園）
児童福祉法第３９条第１項（保育所）

根拠
法令等

19

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
22
年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（21年度）

白鬚西地区幼保仮設園舎整備費（０１－０１－０１）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

地域の多様な教育・保育ニーズに対応するためには、必要不可欠である。必要性

実施
方法

15年度

国（特定財源）
0

①決算額（21年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会事務局教育施設課

内線 ３３２３冨岡

・暫定園舎を３６か月（平成２０年２月～平成２３年１月）リース。
・汐入こども園暫定園舎を整備し、平成２０年度に開園。新小学校開校（平成２２年度）に合わせ小学校
１階に移設する。

担当者名
白鬚西地区幼保仮設園舎整備費

新規事業 21年度 20年度

計画区分

樋口隆之部課名

19年度18年度17年度16年度
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事務事業分析シート（平成２１年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

幼保一元化施設の実施区
千代田区、新宿区、文京区、目黒区、足立区、台東区、品川区など。

未実施実施

・平成２２年度から学童クラブや第三中学校の特別教室として汐入こども園暫定園舎の利用を検討している
が、今後の第三中学校の生徒数の動向に注目する必要がある。

汐入こども園を本設園に移行する。
汐入こども園の定員数を増やし、子育て世代のニー
ズに対応する。

改善により期待する効果平成22年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成20年度（決算）
節・細節

使用料及び賃借料 暫定園舎リース料 5,787 34,720

金額（千円）主な事項
平成21年度（予算）
主な事項 金額（千円）

・幼保一元施設を計画するに至った経緯及び教育・保育内容等については、今後充分な検討を行うべき（19
年1定）
（答弁）教育・保育内容、保育時間や保育料、子育て支援の拠点としての機能等、開設に向けて充分に検討
しなければならない課題があり、今後、議会や地域住民の皆様のご意見も充分伺い、ご理解も頂いて、将来
の荒川区を担う子どもたちを育む新たな施設として、整備してまいりたい。

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

暫定園舎リース料 34,720暫定園舎リース料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

汐入こども園定員数 226 22年度は本設園の定員(予定)109 117

継続

前年度設定

本年度をもって、汐入こども園暫定園舎としての使用は終了するが、平成
２２年度以降も学童クラブ及び第三中学校の特別教室としての使用を検討
している。

問題点・課題の改善策検討

7 15

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

18年度 19年度 20年度 21年度
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